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本研究では，緊急輸送道路の災害リスクを考慮した防災拠点間の到達可能性を分析することを目的とし

ている．阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ，地震直後から発生する緊急輸送を円滑に行うため，高速自動

車国道，一般国道及びこれらを連結する幹線道路と知事が指定する防災拠点を相互に連絡する道路として，

緊急輸送道路が設定されている．地震時には建物の倒壊による道路の閉塞が想定される．これまで道路閉

塞に関する研究は多くなされているが，緊急輸送道路を対象としたものは少ない．本研究では緊急輸送道

路について，建物倒壊による道路閉塞のリスクを分析し，防災拠点間の到達可能性を明らかにした． 
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1. はじめに 

 

平成7年1月17日に発生した兵庫県南部地震の際には，

高速道路，鉄道などの高架構造物の倒壊，沿道建物の倒

壊，路面崩壊などによって，被災地内の道路容量が著し

く減少した．また，発災後は避難活動，救急・救助活動，

救援活動，復旧・復興活動等に関連して，平時とは異な

る交通需要が発生した．わが国の東西交通を担う主要幹

線が被害を受けたことから，発災翌日の18日には，これ

を補う東西2ルートの緊急輸送ルートが設定された．し

かし，緊急車両のみに通行を規制することは事実上困難

であった．以上のことは，道路交通による緊急輸送に関

連する阪神淡路大震災教訓情報資料集として，内閣府に

よって公開されている1)．以上の教訓を踏まえ，地震直

後から発生する緊急輸送を円滑に行うため，高速自動車

国道，一般国道及びこれらを連結する幹線道路と知事が

指定する防災拠点を相互に連絡する道路として，緊急輸

送道路が設定されている．これらはその役割に応じて，

第1次から第3次まで設定されている（表－1）2)．阪神淡

路大震災教訓情報資料集の中にも挙げられているように，

地震時には沿道建物の倒壊により道路閉塞が生じ，通行

できなくなることが想定される．これまで沿道建物の倒

壊による道路閉塞に関しては多くの研究がなされている．

一方，災害によって通行不能となる恐れのある道路区間

の検討や，ある2点間において，連結性が通行不能区間

が発生しても保証されるのか，あるいは到達遅れがどの

程度生じるかといった検討は，災害時の緊急輸送の観点

から重要であるが，そうした研究は十分とは言えないの

が現状である．そこで本研究では，緊急輸送道路を用い

た地震時の緊急輸送を想定し，緊急輸送道路沿道の建物

表－1 緊急輸送道路の種別とその位置づけ 

 

種別 位置づけ

第1次
高規格幹線道路，一般国道等の広域的な重要
路線及びアクセス道路で輸送の骨格をなす道路

第2次
第1次緊急輸送道路と市町村役場及び重要な拠
点を結ぶ道路

第3次
第1次，第2次緊急輸送道路と市町村役場支所を
結ぶ道路及びその他の道路



 

 

の倒壊によって，閉塞するおそれのある区間の検討及び，

都道府県庁－市区町村役場間の連結性に関して分析する．

分析にはGISの建物データを用い，J-SHIS MAP
3)を利用し，

それぞれの建物が受ける地震動の大きさを個別に与える． 

 

 

2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

 

地震による道路閉塞の評価に関する研究として，小谷

ら4)や大谷ら5)，赤倉ら6)がある．小谷4)らは，道路閉塞を

進行もしくは抑制させる要因となる環境特性を抽出し，

それらから道路の各被害様相による道路閉塞の危険度評

価式を示している．更に，この評価式を用いて，金沢市

内の道路を53路線に分割し，道路被害様相別・路線別の

道路閉塞危険度を分析している．大谷5)らは，書く防災

拠点が含まれる市町程度の広がり（数km～10km四方程

度）の地区を対象とし，震災直後に感染系道路に影響す

る施設・要因等として，路面，橋梁といった道路施設，

跨道橋や歩道橋といった沿道・専用施設（地上），水道

管・ガス管などの沿道・専用施設（地下）を考慮し，そ

れぞれに被災関数を当てはめ，道路閉塞に与える影響を

設定し，そこから交通容量の期待値を算出することによ

り道路閉塞による影響を評価している．赤倉ら6)は街路

閉塞の発生を地震動強さと街路幅員によってモデル化し，

横浜市中心地域が関東大震災と同等規模の地震を受けた

場合の被害予測を行っている．また，GISを活用した道

路閉塞の研究事例もある．源ら7)は，道路網ネットワー

クを作成し，それを道路閉塞予測へ適用している．源ら

は道路閉塞の予測にあたっては，道路幅員4m未満，道

路幅員4m以上8ｍ未満の道路に分けて閉塞確率算定モデ

ルを策定し，沿道建物の倒壊による道路の閉塞確率を算

定している． 

道路閉塞に着目した災害時の避難，広域災害における

研究としては，近藤ら8)，市川ら9)，田村ら10)がある．近

藤ら8)は，道路閉塞の想定として，地震動の場合は橋梁

被害，土砂災害は急傾斜地崩壊危険箇所，地すべり指定

地，砂防指定地の崩壊，津波被害は道路構造による浸水

被害とし，モデル地域における集落の孤立について孤立

日数によって評価している．市川ら9)はGIS上で，瓦礫は

全方向に広がり，かつ流出幅が建物個々の建物高さに一

致する倒壊モデルを設定し，道路閉塞の判定を行ってい

る．田村ら10)は，地震時の建物倒壊によって街路閉塞が

発生することを考慮した津波浸水時の避難行動シミュレ

ーションを行っている． 

以上の既往研究では，地震動や複数の災害による道路

閉塞に着目しているが，小谷ら，大谷ら，赤倉ら，源ら，

市川らはある対象地域内の道路の閉塞状況，近藤らは複

数の災害によって生じる道路閉塞によって対象地域内の

集落で生じる孤立の日数，田村らは地震動によって生じ

る道路閉塞を考慮した津波による浸水被害からの避難シ

ミュレーションという視点である．これらに対し，本研

究は地震動による建物の倒壊を考慮した，緊急輸送とい

う視点に立っている．建物倒壊という視点では，赤倉ら，

源ら，市川らと立場を同様にするが，これらは比較的限

定された地域を対象としているのに対し，本研究では都

道府県庁と市区町村役場間の緊急輸送を対象としており，

広域的な地域を対象としている．また，建物倒壊による

道路閉塞の分析にあたっては，源ら，市川らと同様に

GISデータを用いている．しかし，源らでは道路幅員に

よって道路閉塞が生ずる確率を算出しており，建物の高

さまでは考慮されていない．本研究では建物の高さによ

って道路の閉塞を判定する．また，市川らでは分析の主

眼が避難経路の分析に置かれておるため，徒歩での避難

を想定しているため，評価指標は避難距離となっている

が，本研究では緊急輸送を対象としており，自動車によ

る移動を想定しているため，評価指標は時間とする． 

 

 

3. 研究方法 

 

(1) 使用データについて 

本研究では，建物データとして，esriジャパンが提供

している詳細地図2012
11)を使用した．また，各建物が受

ける地震動については，J-SHIS Mapの確率地震動分布の

最大ケースを使用し，そのうち50年2%の超過確率とな

る震度を採用した．詳細地図は株式会社ゼンリンの地図

データと，国土交通省の基盤地図情報や国土数値情報な

どを加工して開発された背景地図データベースである

(図－1)．この中から図－2のように，建物に関するデー

タのみを抽出する．建物に関しては，建物の種類と高さ

がデータベース化されている．  

 

(2) 分析における仮定について 

 

図－1 詳細地図の情報例 



 

 
  

分析にあたり，建物の構造形式，道路閉塞に影響を与え

る建物の抽出，建物の倒壊判定，道路閉塞の判定にお 

いて，それぞれいくつかの仮定を置く． 

 

建物の全壊判定を行うため，被害関数として東京都防

災想定12)に記載されている全壊率曲線を適用する（図－

3，図－4）．建物の構造形式に関する仮定を表－2に示 

 

す．詳細地図の建物データは構造形式をデータベースに

含んでいない．そこで，一般的な家屋に分類される木造，

それ以外を非木造として仮定する．ただし，一般的な家

屋の分類にはマンション等の高層建築物も含まれるため，

3階層(9m)を超える建物については非木造と仮定する． 

また，建築年代についてもデータベース化されていない

ため，本研究では木造建物はすべて新築年③，非木造建

物は新築年として扱う． 

 道路閉塞に影響を与える建物については，建物の重心

から建物の高さを半径として描いた円の中に道路が含ま

れる建物のみを対象として抽出する（図－5 ）． 

建物の倒壊判定については，まず建物が受ける地震動

 

図－5 道路閉塞に影響する建物の判定の概念図 

 

図－6 道路閉塞判定概の念図 

非対象建物

対象建物

非対象建物

非倒壊建物

閉塞なし 閉塞あり

倒壊建物

表－2 建物種類による構造形式の分類 

 

 

 

図－2 建物データの例 

      図 －3 木造建物の全壊率曲線 

 

図－4 非木造建物の全壊率曲線 

建物種類 構造形式 建物種類 構造形式

目標物（宿泊施設） 非木造 目標物（公共施設） 非木造

目標物（商業施設） 非木造 目標物（医療） 非木造

目標物（学校） 非木造 目標物（交通） 非木造

目標物（余暇・レジャー） 非木造
一般家枠（その他）

9m以下
木造

目標物（目標物） 非木造
一般家枠（その他）

10m以上
非木造



 

 

の大きさに応じて被害関数を適用し，各建物の全壊率を

算定する．次に乱数を発生させて倒壊・非倒壊を判定す

る．乱数，0.1から100までの範囲で0.刻みで発生させ，

発生した乱数が0.1から全壊率までの範囲内にあれば倒

壊，全壊率より大きな値が発生すれば非倒壊とした． 

道路閉塞の判定については，建物が倒壊する際の瓦礫

は建物の全方向に広がり，道路閉塞に影響を与える位置

にある建物が倒壊した時点でその道路の区間は完全に閉

塞するものとした（図－6 ）． 

(3) 対象地域・ネットワークについて 

 分析は新潟県・富山県・石川県・福井県・長野県・岐

阜県の6県の緊急輸送道路を対象とした．緊急輸送道路

は国土数値情報より，平成25年度に作成された道路網を

使用する．分析に用いる緊急輸送道路網を図－7 に示す． 

 

 

4. 県庁－市町村役場の到達可能性に関する分析 

 

 図－8に建物倒壊を考慮した地震時のネットワークを

示す．図－7に示したネットワークを平時のネットワー

クとし，それぞれのネットワークにおいて，各県庁から

市町村役場までの自動車での到達時間を分析する．平均

走行速度は40km/hとして算出する．なお，目的地までの

到達時間は，そのネットワークにおいて走行時間が最短

となる経路を走行した場合を想定・算出している． 

 平時と地震想定時の目的地までの到達時間の比較を表

－3に示す．石川県・福井県では到達不可及び遅延は生

じていない．図－8から明らかなように，これら2県では

道路閉塞が他3県に比べ少ないためであると考えられる．

一方，最も道路閉塞箇所の多い長野県では最大で2時間

以上到達が遅れる役場もあるほか，全77役場のうち4役

場には到達不可であり，65役場で遅延が生じている．遅

延・到達不可率は約90%に達する．長野県では道路閉塞

箇所が多いことに加え，南北を結ぶ道路が少ないため，

道路網の構造的にも他県より弱いことも遅延が多発した

要因の一つと考えられる．富山県では40%の役場まで遅

延が生じいていた．道路の閉塞箇所は少ないが，各役場

までの平時での最短経路上にあったことが影響している

と考えられる．しかし，遅延は最大で2.6分であり，閉

塞した道路の近隣の道路で代替できていることが伺える．

新潟県については，長野県のような道路網の構造上の脆

弱性は見られないが，道路の閉塞箇所が多いため，他県

より遅延数が多い結果となったといえる．新潟県の遅延

率は36..1%であった． 最大遅延時間は9.8分であるため，

富山県と同様に近隣の道路で代替できていることが伺え

るが，道路閉塞箇所が多いため，緊急輸送道路沿いの建

物については耐震化などの対策が望まれるであろう． 

 

 

 5. まとめと今後の課題 

 

 本研究では，緊急輸送道路において，地震による建物

倒壊を考慮し，新潟県・富山県・石川県・福井県・長野

 

図－7 平時の分析対象緊急輸送道路網 

 

 

図－8道路閉塞考慮時の緊急輸送道路網 

 

表－3 到達可能性の分析結果 

 

：県 庁

：市町村役場

：閉 塞 区 間

：通行可能区間

都道府県 到達不可数 遅延数
平均遅延
[分]

最大遅延
[分]

最小遅延
[分]

新潟県 0 13 3.3 9.8 0.3
富山県 0 6 1.3 2.6 0.5
石川県 0 0 - - -
福井県 0 0 - - -
長野県 4 65 24.4 148.8 1.2
岐阜県 0 11 4.6 34.4 0.3



 

 

県・岐阜県の6県について，県庁と市町村役場間の到達

可能性に関して分析した．その結果，長野県では全体の

90%の役場まで遅延が生じており，緊急輸送道路沿いに

道路閉塞に影響する建物が多いこと，緊急輸送道路網に

構造上の弱点があることが明らかとなった．富山県につ

いては遅延率こそ40%とやや高めであるが，最大遅延時

間は2.6分であることから，周辺の道路で代替できてい

ることが明らかとなった．富山県と同様に，新潟県でも

最大遅延時間は9.8分と大きくはないものの，道路閉塞

箇所が他県に比べて多いことから，緊急輸送道路沿いに

道路閉塞に影響する建物が多いことが明らかとなった． 

 本研究ではGISの建物データを用いて分析を行った．

広域的な地域を対象として，建物の高さを考慮できると

いう利点がある一方，道路幅員については考慮していな

いため，道路閉塞を過大に推計する可能性をはらんでい

る．また，建物の倒壊判定についても，乱数による判定

を1度のみしか行っていないため，結果の精緻化が課題

である． 
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